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財財  政政  再再  建建
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国および地方の財政収支（国および地方の財政収支（SNASNA）ベース）ベース

（注）一般政府、ＳＮＡベース

（出所）

 

ＯＥＣＤエコノミックアウトルック（2009.11）
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財政再建財政再建

公債残高

GDP
＝

８６２兆円

５００兆円

➀基礎的財政収支
＝（税収）

－（公債の元利払いを除く歳出）

の黒字化

➁（名目）成長率＞金利を下げる！
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歳出の増加要因歳出の増加要因

出典：財務省

 
「日本の財政関係資料」

 
2010年８月‡
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税収等の減少要因税収等の減少要因

出典：財務省

 
「日本の財政関係資料」

 
2010年８月‡
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平成平成2323年度予算案年度予算案
 一般会計歳出総額一般会計歳出総額92.492.4兆円兆円

 
（内訳の単位：兆円、％）（内訳の単位：兆円、％）

地方交付税交
付金等, 16.8,

18.2%

文教および科
学振興費, 5.5,

6.0%

社会保障関係
費, 28.7, 31.1%

公共事業関係
費, 5.0, 5.4%

防衛関係費,
4.8, 5.2%

その他, 10.1,
10.9%

国債費, 21.5,
23.3%
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大きな社会保障費の伸び大きな社会保障費の伸び
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公債等残高（対名目公債等残高（対名目GDPGDP比）比）

出典：内閣府

 
「経済財政の中長期試算」

 
2011年１月21日‡
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少少  子子  高高  齢齢  化化

とと

人人  口口  減減  少少
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今後の急速な少子・高齢化の進行今後の急速な少子・高齢化の進行
総
人
口
と
65
歳
以
上
人
口
割
合

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）」（出生中位、死亡中位の場合）
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752万人1,115万人
1,758万人
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＋1,091万人

ほぼ同規模
▲21万人

減少
▲1,702万人 より急速に

減少
▲2,145万人

（年率

 
▲0.9%） （年率

 
▲1.5%）

１
年
間
の
出
生
数
（
率
）

109万人
（1.26）

69.5万人
（1.24）

45.7万人
（1.26）

～日本の将来推計人口（平成18年12月推計）～
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トップトップ0.1%0.1%の所得シェアの所得シェア
 

(1920(1920ーー2002)2002)

（出所）

 

2009年４月21日経済財政諮問会議

 

『所得格差の現状について』より‡
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注：平成11年以前の現物給付は医療のみであり、平成14年以降については医療、介護、保育である。

26.4

23.5
19.2

18.317.0

社会保障の所得再分配機能社会保障の所得再分配機能
○

 
社会保障の機能の一つとして、所得の再分配により、国民生活と社会の安定を確

 保する機能がある。

○

 
近年、高齢化の進行等により、当初所得の格差が拡大する中にあって、再分配後

 の所得格差は一定

水準を維持している。年金の成熟化等に伴い、社会保障による再分配効果は上昇。
※

 

所得再分配調査によれば、高齢者世帯の増加等により当初所得のジニ係数は年々大きくなっ

 
ているが、再分配所得のジニ係数は平成11年調査以降0.38台で推移

○平成１７年

 

所得再分配調査

注：平成17年

 

所得再分配調査（厚生労働省）

注

 

ジニ係数とは所得などの分布の均等度を示す指標。０から１までの値をとり、０に近いほど分布が均等であり、１に近い

ほど不均等になる。所得の場合、０に近いほど所得格差が小さく、１に近いほど所得格差が大きいことを示す。
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経済的豊かさの公平感－各国比較経済的豊かさの公平感－各国比較

出典：読売新聞社・ＢＢＣ、2009年世論調査より‡
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社会保障給付の部門別の国際的な比較（対国民所得比）社会保障給付の部門別の国際的な比較（対国民所得比）

（注）OECD：”Social Expenditure Database 2007”等に基づき、厚生労働省政策統括官付社会保障担当参事官室で算出したもの。いずれも2003年。
OECD社会支出基準に基づく社会支出データを用いているため、社会保障給付費よりも広い範囲の費用（公的住宅費用、施設整備費等）も計上され

 
ている。
高齢化率は OECD: “OECD in figures 2007” 、国民負担率は財務省調べによる（なお、日本の2008年度の国民負担率は40.1%（見通し）。）

○ 我が国の社会保障給付の規模を部門別に比較すると、
・

 
年金 ― 米英を上回るが、他の欧州諸国をやや下回る規模

・

 
医療 ― 米英とほぼ同規模、他の欧州諸国をやや下回る規模

・

 
その他の給付 ― 米国を上回るが、欧州諸国をかなり下回る規模

 
となっている
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１：日本の07年度の係数は見通しである
２：国民負担率は、租税負担率と社会保障負担の合計。四捨五入の関係上、係数の和が合計値と一致しないことがある。
３：ポーランド、ハンガリー及びトルコについては、係数が足りず、国民負担率が算出不能であるため掲載していない。
４：高齢化率については、日本は2007年の推計値を、諸外国は2005年の推計値を仕様している。
【出典】

 

・（国民負担率）

 

日本：平成19年度予算案ベース、諸外国：National Accounts 2006 (OECD)Revenue Statistics (OECD)
・（高齢化率）

 

日本：「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）、諸外国：World Population Prospects 2006 Revision (UN)

OECD諸国の潜在的国民負担率及び高齢化率

25% 19.6%

25% 15%

21% 20% 19% 24.5% 19% 19%

22% 20% 25% 21%16% 12.5% 19% 16% 10% ※

17.5% 7% 5% 7.6%

10%

15%

※アメリカは州、群、市により小売売上税

が課されている（例：ニューヨーク市8.375％）

付加価値税率（標準税率及び食料品に対する適用税率）の国際比較

○

 

高齢化が最も進んでいる日本の潜在的国民負担率は、OECD諸国の中でも低い
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人口減少と人口減少と

グローバル化の下でのグローバル化の下での

経済成長経済成長
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人口と経済成長人口と経済成長18701870--19941994：日本：日本

日本の人口とGDP（1870-1994, 1913=100)
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人口と経済成長人口と経済成長18701870--1994 1994 ：フランス：フランス

フランスの人口とGDP（1870-1994, 1913=100)
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ＧＤＰ伸び率の要因分解ＧＤＰ伸び率の要因分解

出典：通商産業省「通商白書」（1998年）
‡



2222

労働力人口と経済成長労働力人口と経済成長

労働力人口労働力人口 実質ＧＤＰ実質ＧＤＰ

１９５５年１９５５年 4,2304,230

 

（万人）（万人） 47.2 47.2 （兆円）（兆円）

７０年７０年 5,1705,170

 

（万人）（万人） 187.9 187.9 （兆円）（兆円）

１５年間の平均成長率１５年間の平均成長率 1.0 1.0 （％）（％） 9.69.6（％）（％）

１９７５年１９７５年 5,3445,344

 

((万人）万人） 234.2234.2

 

（兆円）（兆円）

９０年９０年 6,414 6,414 （万人）（万人） 436.1 436.1 （兆円）（兆円）

１５年間の平均成長率１５年間の平均成長率 1.0 1.0 （％）（％） 4.6 4.6 （％）（％）

注）注）

 

実質ＧＤＰは１９９０年価格。実質ＧＤＰは１９９０年価格。

出所）出所）

 

経済企画庁、経済企画庁、『『国民経済計算年報国民経済計算年報』』
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日本経済の二重構造日本経済の二重構造

‡ 青木昌彦, Alan Garber, Paul Romer, 日本経済の成長阻害要因－ミクロの視点からの解析－

 

McKinsey Global Institute, p.8 図３
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新しい需要と経済成長のパターン新しい需要と経済成長のパターン
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TVのプロダクト・イノベーション
ＴＶ出荷金額（百万円)
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出所：経済産業省、工業統計
カラーＴＶは1967年より

1993年まで白黒テレビとカラーテレビ

1994年よりテレビ（液晶式を除く）と液晶テレビ ‡
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港　名 取扱量 港　名 取扱量

1 ﾆｭｰﾖｰｸ/ﾆｭｰｼﾞｬｰｼﾞｰ 1,947 1(2) シンガポール 24,792

2 ロッテルダム 1,901 2(1) 香港 23,230

3 香港 1,465 3(3) 上海 21,710

4 神戸 1,456 4(4) 深圳 18,469

5 高雄 979 5(5) 釜山 12,030

6 シンガポール 917 6(6) 高雄 9,775

7 サンファン 852 7(7) ロッテルダム 9,600

8 ロングビーチ 825 8(9) ドバイ 8,923

9 ハンブルク 783 9(8) ハンブルグ 8,862

10 オークランド 782 10(10) ロサンゼルス 8,469

… ･

12 横浜 722 ･

… 23(22) 東京 3,665

16 釜山 634 …

… 27(27) 横浜 3,200

18 東京 632 …

･ ※(34) 名古屋 2,491

･ ※(39) 神戸 2,262

39 大阪 254 …

･ ※(51) 大阪 1,802

46 名古屋 206

※は、31位以下のため、具体的順位は不明
（

 

）内は２００５年の順位

世界の港湾ランキング

1980年 2006年
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